
書式第 12号 (法第 28条関係)

2022 年度 事業報告書

1 事業の成果
・疾患啓発推進に向けたセミナーの開催 (3件、参加者のべ 120名 )
。若年性認知症当事者の雇用機会創出/就労支援(1名 )

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業
円)

事業報告用

特定非営利活動法人 Next Seeds

(事業費の総費用 【  100  】千

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

5.1.(2)1若年
性認知症」 当
事者 の 「心の

健康」 「脳 の

活性化」を 目
的 としたイベ

ン トの開催 を
支援する事業
5.1.(3)「若年
性認知症」 に
関す る社会 の
理解 を深 め、
早期受診率 を
向上 させ るた
めの事業 (ポ
スターによる
広告宣伝 、勉
強会の開催支
援、等)

若年性認知症
疾患啓発オンラ
インセミナー

1/16

2/21

3ノ24

計 3回

オンライン 4人
若年性認知症

当事者 。一般

区民

120人 100

5.1.(1)1若年
性認知症」 当
事者の職業能
力開発・雇用
機会拡充 を支
援する事業

若年性認知症当

事者の雇用機会

創出/就労支援

(1名 )

通年

KAERU株式
会社にてオン

ラインで就労

1人
若年性認知症

当事者
1人 0

5.1.(4)そ の他
目的を達成す
るために必要
な事業

な し 0人 0人 0

5.2.(1)1若年
性認知症」以
外の疾患 当事
者の職業能力
開発・雇用機
会拡充を支援
する事業

な し 0人 0人 0



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2022年度 活動計算書 (その他事業が」墨▲場合)

事業報告用

特定非営利活動法人  Next Seeds

単 位 :円

A

1

正会員受取会費

2 受取寄附金

3 受取助成金等

4 事業収益
お悩みごと解決の仕組み構築

疾患啓発・見守り体制構築

受取利息

B

1)

給料手当

役員報酬

退職給付費用

(2)そ の他経費
業務委託費

旅費交通費

支払手数料

消耗品費

会議費

50,

ロ

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

地代家賃

消耗品費

100,

-1

C

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

闘 常 外 増 滅 | C

正

法人税、住民税及び事業税 ④

正

-672,



書式第 15号 (法第 28条関係)

2022年度 貸借対照表
事業報告用

Next Seeds
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【A】 資 産 合 計 ①+②
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B-1

負 債 合 計 ③ +④ 772.048

B-2
-672,048

正 の

当

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



書式第 16号 (法第 28条関係)

2022年度  計算書類の注記 事業報告用

特定非営利活動法人  Next Seeds

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の計上はございません。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産の計上はございません。

(3)引 当金の計上基準

引当金の計上はございません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービス受入実績はございません。

5)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
(単位 :円 )

（
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科 目 解決の仕組
み構築

見守 り体制 事業部門計 管理部門 合計
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1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
業務委託費

旅費交通費

支払手数料

消耗品費

会議費

保険料

地代家賃

通信費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

施設の提供等の物的サービス受入実績はございません。



4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等はございません。

固定資産の増減内訳

固定資産はございません。

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(清動計算書)

なし

活動計算書計

(貸借対照表 )

長期借入金

貸借対照表計

ｎ

Ｖ
ｎ

Ｖ

772,048 772,048

048

ｎ

Ｖ

772,048

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

共通経費 (按分)はございません。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業実績はございません。

Ｆ
０

７

・

科 目 期首残高 当期借入
コ

〓 期返済

長期借入金

合計

672,048 100,000

672,048 100,000 772,048



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録
事業報告用

人 Next Seeds

現金預金

手元現金

な し

1

2

な し

(3)

し

2

A

【A】 資 産 合 計 ①十②

の

772,048長期借入金

048

B-1

2

772,【B-1】 負 債 合 計 ③+④

-772,【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事業報告用

2022年度年間役員名簿 J泄言篇謄!■
｀
F槻註甑撃騒齢錢亀鷲脱電猟『

所並

」立菫盤墾il量」壁 △____」墜 t SeedS

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏名

カマザワフミアキ 2022年

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日釜澤 史明

９

“

クフヤマユウタ 2022■ |ニ

2023年

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日乗山 裕多

∈E※事
タモウマサタカ 2022詢

「

2023生
「

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日賜 正隆

４

ム

ヨシジマチサト 20221「

2023■ |ニ

4月   1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日吉島 千智

理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

′
０ 理事・監事

年

年

月 日

日月

年

年

月

月

日

日

理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

０
０ 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

Ｑ

ｖ 理事
。監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

年 日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_」!堅上豊型墨

氏   名

釜澤 史明

2

楽山 裕多

3

賜 正隆

4

田中 義望

5

川上 靖倫

6

笹本 雄理

『′

長谷部 貴也

8

見嶋 祥士

9

吉島 千智

10

岡崎 友耶




